
議案第４０号 

   さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について

 さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。

  令和４年２月１日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

   さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例

 さいたま市建築等関係事務手数料条例（平成１３年さいたま市条例第７３号）の一

部を次のように改正する。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事務の種類 手数料の額 

１～５１の１０ ［略］ 

５２ 租税特別措置法（昭和

３２年法律第２６号）第２

８条の４第３項第５号イ、

第３１条の２第２項第１４

号ハ、第６２条の３第４項

第１４号ハ又は第６３条第

３項第５号イの規定による

優良宅地造成認定の申請に

対する審査 

～  ［略］  ［略］ 

５３ 租税特別措置法第２８

条の４第３項第７号イ又は

第６３条第３項第７号イの

規定による優良宅地造成認

定の申請に対する審査（都

市計画法第２９条の規定に

よる許可を受けた宅地の造

成に係るものを除く。） 

 ［略］ 

事務の種類 手数料の額 

１～５１の１０ ［略］ 

５２ 租税特別措置法（昭和

３２年法律第２６号）第２

８条の４第３項第５号イ、

第３１条の２第２項第１４

号ハ、第６２条の３第４項

第１４号ハ、第６３条第３

項第５号イ又は第６８条の

６９第３項第５号イの規定

による優良宅地造成認定の

申請に対する審査 

～  ［略］  ［略］ 

５３ 租税特別措置法第２８

条の４第３項第７号イ、第

６３条第３項第７号イ又は

第６８条の６９第３項第７

号イの規定による優良宅地

造成認定の申請に対する審

査（都市計画法第２９条の

規定による許可を受けた宅

地の造成に係るものを除く。

 ） 

 ［略］ 



５４ 租税特別措置法第２８

条の４第３項第６号若しく

は第７号ロ、第３１条の２

第２項第１５号ニ、第６２

条の３第４項第１５号ニ又

は第６３条第３項第６号若

しくは第７号ロの規定によ

る優良住宅新築認定の申請

に対する審査 

～  ［略］  ［略］ 

５５ 租税特別措置法施行令

（昭和３２年政令第４３号

）第１９条第１１項又は第

３８条の５第９項の規定に

よる特定住宅用地譲渡認定

の申請に対する審査 

 ［略］ 

５６ 租税特別措置法施行令

第１９条第１２項第４号又

は第３８条の５第１０項第

４号の規定による譲渡予定

価額の申出に対する審査 

 ［略］ 

５７～８０ ［略］ 

５４ 租税特別措置法第２８

条の４第３項第６号若しく

は第７号ロ、第３１条の２

第２項第１５号ニ、第６２

条の３第４項第１５号ニ、

第６３条第３項第６号若し

くは第７号ロ又は第６８条

の６９第３項第６号若しく

は第７号ロの規定による優

良住宅新築認定の申請に対

する審査 

～  ［略］  ［略］ 

５５ 租税特別措置法施行令

（昭和３２年政令第４３号

）第１９条第１１項、第３

８条の５第９項又は第３９

条の９８第９項の規定によ

る特定住宅用地譲渡認定の

申請に対する審査 

 ［略］ 

５６ 租税特別措置法施行令

第１９条第１２項第４号、

第３８条の５第１０項第４

号又は第３９条の９８第１

０項第２号の規定による譲

渡予定価額の申出に対する

審査 

 ［略］ 

５７～８０ ［略］ 

 備考 ［略］  備考 ［略］ 

   附 則

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。


